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We are developing an eParticipation Web Platform based on Linked Open Data, which targets regional com-
munities in Japan. To increase transparency and public participation, it is important to share public concerns
among citizens, government officers, and experts. In this paper, we present a Linked Open Data set, SOCIA, which
consists of regional news articles, microblog posts, and minutes of city council. SOCIA is designed to be utilized
for supporting concern assessment. It is semi-automatically structured by our text mining system, Sophia, on the
basis of regions and events extracted from news articles on the web. Minutes of city council stored in SOCIA are
annotated with discourse salience in order to visualize topic transition in a minute. This paper also presents a
prototype of debate support system, citispe@k, that utilizes SOCIA in order to help citizens share their concerns.
Users can annotate SOCIA data with tags representing criteria for assessing concerns or utterance intentions.

1. はじめに
住民参画 (public involvement)とは，討議を通じて住民の意

見を公的な意思決定に反映させるプロセスである [Jeong 07]．
近年，地域社会が備えるべき問題は多様化しており，自然災害，
放射能汚染，電力不足，高齢化，経済問題など多岐に渡るため，
全ての問題に通じている住民は少ない．本研究では，地域社会の
多様な問題に関する背景情報を Linked Open Data (LOD) と
して構造化し，住民参画への活用を可能にする住民参画Webプ
ラットフォームO2

∗1を開発中である．この開発にあたり，オー
プンガバメントの三原則とされる透明性 (Transparency), 参
画 (Participation), 協働 (Collaboration)[Obama 09]のうち，
特に地域社会における透明性と参画に焦点を当て，LODデー
タセットを構築する．このデータセットを，SOCIA (Social

Opinions and Concerns for Ideal Argumentation) と名付け，
公開する∗2．これをコンサーン・アセスメント，すなわち問題
意識や懸案事項を分析・構造化する作業に活用し，住民-行政-

専門家間で問題意識を共有可能にすることを目指している．
多岐に渡る問題への参画は，専門家でない住民にとって難し

く感じられ，心理的障壁が存在する．これを解消して住民参画
を促進するためには，以下の 3 項目に関する情報共有が必要
となる．

(A) 地域社会にどのような問題があるか

(B) 各問題にはどのような背景があるか

(C) 各問題にはどのような解決策があり，それら解決策には
どのようなメリット・デメリットがあるか

項目 (A), (B)の情報共有を可能にするためには，地域に関する
コンテンツを相互に関連付けて構造化する必要がある．地域関
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図 1: 住民参画Webプラットフォーム O2 の概要

連コンテンツとして，タウン情報誌やコミュニティ誌など様々
な媒体が存在するが，まずは収集・分析が容易なWeb上のコン
テンツを利用する．具体的には，図 1(1)に示すように，Web上
のニュース記事，マイクロブログ，および自治体の議会議事録
を議論の「種」として収集する．収集したWebコンテンツは，
図 1(2)で地域毎に分類して相互に関連付け，そのメタデータを
LODデータセット SOCIAに蓄積する [平田 12, Swezey 12]．
また項目 (C) の情報共有を可能にするためには，発散してい
く議論を構造化する作業の支援が必要となる．図 1(3) では，
SOCIAで構造化された関連コンテンツを活用した意見入力や，
評価基準タグ等の付与を可能にする議論支援システム citispe@k

を提供する [佐野 12]．

2. 関連研究

2.1 住民参画のための Linked Open Data
住民参画やオープンガバメントを促進するにあたり，特

に透明性を確保する上で LOD は重要な役割を担っている
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[Hochtl 11]. 現在，オープンガバメントを志向した LOD

プラットフォームとして，各国で Data.gov, Data.gov.uk,

Data.gov.au, data.gouv.fr, India.gov.in, など∗3が公開されて
いる．中でも 2009年から米国政府が運営するData.govは，国
民全体にアイディアを募り (Brainstorming)，議論を深め (Dis-

cussion)，案を作る (Drafting) という三段階の参加型ダイア
ログへのデータ活用を先駆的に試みており [奥村 10]，この取
り組みはソーシャルメディアを用いた住民参画の代表例と言え
る．また Data.govと India.gov.inは，共同でデータ管理シス
テム等をオープンソース化する作業を進めている [Howard 11].

Joinup∗4は，ヨーロッパ各国の行政機関の連携を促進するた
めの協働プラットフォームである．Joinupでは，公的データ資
源共有のためのオントロジーであるADMS (Asset Description

Metadata Schema) を提案している [ISA 11].

日本でも経産省によるオープンガバメントラボ∗5がデータ公
開の試みを行っており，東日本大震災後には復興へのデータ活
用を目指した Apps for Japan∗6や Hack for Japan∗7等のプロ
ジェクトが立ち上げられた．
また，地域情報の構造化のために必要となる地名や地域に関

しても，Geonames∗8等の LODデータセットが構築されてい
る．日本国内の地域に特化した事例としては，LODAC プロ
ジェクト∗9が地名・施設名のデータを公開しており [嘉村 11]，
本研究でも LODACの地名データを利用している．
以上のように，公開されたデータを住民参画に活用しよう

とする試みが盛んになってきているが，本研究で目指している
ような問題意識の共有基盤を実現するためには，データを活用
して行なわれた討議をどのように分析・構造化し，LODとし
て蓄積すれば良いかが重要な課題である．この課題に関する統
一的な解は未だ明らかでない．

2.2 公的討議の分析支援
公的討議から問題意識を抽出して共有可能にするコンサーン・

アセスメントのためには，討議の背景情報を構造化して共有す
る必要がある．この観点から，議論の構造を可視化するアプロー
チが効果的である [Benn 11]．Jeongら [Jeong 08]は，議事録
に含まれる発言毎の語の共起頻度を用いて参加者間の認識の近
さを可視化した．また，議論の全体像を把握可能にするために
は，議論構造の可視化が効果的である．多くの議論支援システ
ムは，発言をノードとし，発言間の関係をリンクとして議論構
造を可視化するアプローチをとる [Braak 06]．そのようなシス
テムとして，Compendium[Selvin], Cohere[Liddo 10], MIT

Deliberatorium[Iandoli 09], Araucaria[Reed 04], Discourse

Semantic Authoring[Kamimaeda 07, Hasida 07]等が挙げら
れる．
本研究でも議論支援システム citispe@k は同様の議論構造

を扱うが [佐野 12]，地方議会の書き起こし議事録については，
図 2 の右側に示すような議題遷移図をユーザに提示する．こ
の可視化も併用することで，長い議事録全体の議題の流れを把
握しやすくする効果がある [Shiramatsu 08]．

∗3 http://www.data.gov/, http://data.gov.uk/, http://
data.gov.au/, http://www.data.gouv.fr/, http://india.gov.in/
, など.
∗4 https://joinup.ec.europa.eu/
∗5 http://openlabs.go.jp/
∗6 http://www.openlabs.go.jp/apps4japan
∗7 http://www.hack4.jp/
∗8 http://www.geonames.org/
∗9 http://lod.ac/

図 2: 地方議会の書き起こし議事録の議題遷移図

図 3: Web上の情報を活用した住民参画のサイクル

3. データセット SOCIAの設計と公開

地域に関連するWebコンテンツをデータセット SOCIAに
蓄積・構造化し，住民参画に活用する運用サイクルを図 3 に
示す．SOCIA 中に地域関連コンテンツを構造化することで，
議論の「種」として共有可能にする．まず，第 1.節で述べた
項目 (A)，すなわち地域にどのような問題があるのかを提示す
る．また，意見の入力を補助するため，(B)問題の背景情報と
なる関連コンテンツを活用する．入力された意見も SOCIA上
に蓄積し，(A), (B) の情報共有に活用する．さらに，関連コ
ンテンツや入力された意見を効果的に整理するため，(C)コン
テンツが言及している評価基準（経済的なメリット／デメリッ
ト，環境面でのメリット／デメリット等）をタグ付け可能にす
る [佐野 12]．さらに，自動解析の信頼度やアルゴリズムの精
度，手動タグ付けの作業者など，アノテーションされた状況を
も併せて管理することで，SOCIA中のデータをコーパスとし
て利用できる可能性があると考える．

3.1 地域関連情報の構造化
上述したような地域関連コンテンツの活用を可能にするた

めには，同一地域に言及したコンテンツ群や，同一事象に言及
したコンテンツ群を相互に関連付けておく必要がある．具体
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図 4: 地域情報構造化の中核となるクラス群

図 5: イベントと地域を基点にしたコンテンツ構造化の例

的には，まずコンテンツが言及する地域へそのコンテンツを
分類し，次にニュース記事をクラスタリングして得られるイベ
ントへの関連付けを行う [平田 12]．データセット SOCIA に
は，そのようなWebコンテンツ間の関係を構造化して蓄積す
る．図 4に，そのための中核となるクラス群を示す．これらの
クラス群は SOCIAオントロジー∗10にて定義されている．図
5は，SOCIA中で同一のイベントに言及した複数のコンテン
ツが，SOCIAオントロジーに則って構造化された例を示して
いる．この例では，「愛知県が震災がれきの受け入れ方針を固
めた」という同一イベントに言及している複数のニュース記
事が，socia:targetEventプロパティで同イベントに紐付けさ
れている．また，これらは愛知県に言及したニュース記事・イ
ベントであるため，socia:targetRegionプロパティで LODAC

の愛知県に紐付けされている．この例ではニュース記事のみを
示しているが，実際にはマイクロブログの発言や，議事録中の
発言，および議論支援システム citispea@kから入力された意
見についても同様の構造化を行う．

3.2 アノテーションされた状況に関する構造化
SOCIA中のデータはまず自動的に収集・構造化されるが，自

動解析には必ず解析誤りを伴う．そこで，データの精度を向上
させるためには，自動解析の確信度や精度，人手の修正といった
アノテーション付与時の状況を管理する必要がある．SOCIAオ
ントロジーでは，そのようなアノテーション付与時の状況を記
述するためのクラスとして，図 6に示す socia:AnnotationInfo

クラスを定義している．これは，プロパティの付与が自動か手
動か，自動ならどの解析アルゴリズムで確信度はどの程度か，

∗10 http://data.open-opinion.org/socia-ns

図 6: AnnotationInfo: プロパティがアノテーションされた
状況

手動なら誰が作業者で何を修正したのか，といった状況の管理
を可能するためのクラスである．これにより，SOCIAで蓄積
したメタデータの品質を向上させ，研究用のコーパスとして利
用することが可能になると考える．

3.3 SOCIAの公開
データセット SOCIAの公開には，Apache Jenaプロジェク

トによるオープンソースの SPARQLサーバであるFuseki∗11を
拡張して用いた．SPARQLエンドポイントの公開には Fuseki

をそのまま用いることができたが，RDFグラフの公開には拡
張が必要であった．Fuseki 0.2.0では RDFグラフ全体の公開
はサポートしているが，この仕様では大きなグラフに対するス
ケーラビリティが無く，またリソース URLからの簡便なデー
タ取得にも未対応であったため，以下の拡張を行なった．
まず，グラフ URL に対し，1 回の表示エントリ数

やプロパティを GET パラメタで指定可能にした．
ニュース記事から抽出したイベントのグラフ URL は
http://data.open-opinion.org/socia/data/Event

であるが，例えば 1 回の表示エントリ数 limit が 50,

対象地域 socia:targetRegion が愛知県であるイベン
ト を http://data.open-opinion.org/socia/data/

Event?limit=50&socia:targetRegion=http://lod.ac/

id/282375 のように指定できるよう拡張した．
また，Fusekiでは未対応であったリソースURLからのデー

タ取得をサポートするよう拡張した．図 5 中の各インスタン
スは，ブラウザからリソース URLにアクセスした場合に表示
される表である．RDFをブラウザで閲覧した場合は，XSLT

スタイルシートによって HTMLテーブルに変換される．

4. おわりに

本稿では，LODを用いた住民参画Webプラットフォーム
O2 と，住民参画に活用する地域情報を構造化したデータセッ
ト SOCIAの概要を示した．SOCIAオントロジーの設計にあ
たり，地域関連情報の構造化手法と，アノテーションが付与さ
れた状況を管理するための構造化手法の概要を示した．SOCIA

における自動構造化処理については文献 [平田 12]に，SOCIA

を用いた議論支援システムについては文献 [佐野 12]に詳しく
述べている．現在，本プラットフォームO2 を用いた評価実験
を計画中であり，地域コミュニティにおける議論活性化および
問題意識共有という観点からの評価を予定している．

∗11 http://incubator.apache.org/jena/documentation/serving data/
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